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第４編 体制・基盤整備、総合評価 

第１章 人材育成体制の整備 

（１）基本的考え方 

○ 健診・保健指導事業の企画立案・実施・評価が本プログラムに基づき適切に実

施されるよう、これらの業務を行う者は、都道府県等が実施する研修に積極的に

参加すると共に、常に自己研鑽に努める必要がある。 

○ 国、都道府県、市町村、保険者、医療関係団体等は、健診・保健指導事業の企

画立案・実施・評価の業務を行う者に対し、最新の科学的知見に基づいた効果的

な保健指導の知識・技術を修得するための研修や、具体的な保健指導の事例の情

報提供等人材育成の機会を提供する必要がある。 

 

（２）国の役割 

国は、全国で一定レベル以上の人材の質が確保されるよう、健診・保健指導に関

する人材育成の体系や研修に関するガイドラインを作成し、都道府県等に示すと共

に、都道府県等が研修を行う際に使用することができる学習教材等を作成・提供す

る。 

また、国は、国立保健医療科学院において都道府県の指導者（健診・保健指導に

関する研修を企画立案する者）等に対する研修を行う。 

 

（３）都道府県の役割 

都道府県は、国が示す「健診・保健指導の研修ガイドライン」を踏まえ、健診・

保健指導事業の企画立案・実施・評価の業務を行う者を対象に、①企画立案・評価

に関する知識・技術、②最新の科学的知見に基づいた効果的な保健指導の知識・技

術、③ポピュレーションアプローチとの効果的な組み合わせ等に関する研修を実施

する。このほか、保健指導の質の向上のために、標準的な質問票や健診等のデータ

を用いた評価方法についても研修を行うことが求められる。その際、市町村や保険

者の評価に用いられる死亡統計等の都道府県のデータをまとめて提供する。 

また、これらの研修を実施するため、都道府県は、地域の医療関係団体、教育機

関等の協力を得て、研修を行う講師等を確保すると共に、都道府県が実施する研修

会と医療関係団体等が実施する研修の開催日時が重なったり、同じ内容となったり

しないよう、都道府県が中心となって、研修を行う団体間の調整を行う。 

なお、保険者や委託機関を対象とした研修等を実施する際には、もれなく周知で

きるような体制整備が必要である。 

更に、都道府県は、当該都道府県内において健診・保健指導を行う人材の確保が

困難な地域が発生しないように、市町村の求めに応じて、当該市町村に研修を行う

講師等を派遣し研修を実施する等、各都道府県内で研修の実施体制が確保できるよ

う配慮する。 
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（４）市町村の役割 

市町村は、保健事業に従事する医師、保健師、管理栄養士、事務職等に対して、

市町村自らが研修を行うことに加え、都道府県、医療関係団体等が実施する研修を

受けさせることが必要である。 

また、国保部門と衛生部門のジョブローテーションaにより、健診・保健指導とポ

ピュレーションアプローチとの効果的な組み合わせを企画立案できる人材の育成を

行うことや、健診・保健指導の経験を有する者を、都道府県等が実施する研修の講

師とする等の協力を行うことも必要である。 

今後、我が国の人口構造が一層高齢化していくことが見込まれている中、国保、

衛生、介護の各部門が共通認識を持って、保健事業を的確かつ効果的に実施してい

くことが必要である。このため、各市町村レベルでこの三部門が連携して、住民や

地域の実態やニーズに即した保健事業等を運営できる、技能・知識を有する人材を

育成していくことが重要である。 

更に、市町村は、これまで健康づくりに関するボランティア等を育成してきたが、

ボランティア等による活動は、健診受診率の向上や住民自らの生活習慣の改善に有

効である。これらのボランティアによる活動をポピュレーションアプローチの重要

な手法と位置付け、地域で自主的に健康づくりを推進するボランティア等育成のた

めの研修を実施することが必要である。また、健康は、社会経済環境の影響を受け

るため、個人の取組だけで解決するには限界がある。よって、地域において個人の

健康を支え、守るための社会環境整備が求められていることから、地域のつながり

を強化し、家庭・自治組織・企業・学校・ボランティア等が一体となった健康づく

りを推進することが必要である。 

 

（５）保険者の役割 

保険者は、健診・保健指導事業の企画立案・実施・評価の業務を行う者に対して、

保険者自らが研修を行うことに加え、都道府県、医療関係団体等が実施する研修を

受けさせることが必要である。 

また、保険者の中央団体は、最新の科学的知見に基づいた効果的な健診・保健指

導が実施されるよう、医療関係団体、教育機関等の協力を得て、資質の向上が継続

的に図られるよう、団体所属の保険者に対し、保険者が研修を行う際に使用するこ

とができる学習教材等を作成・提供することや、各保険者団体が自ら人材育成研修

を企画・立案・実施できるよう支援していくことが必要である。更に、保険者は、

委託先の保健指導機関も含めた人材育成を行っていくことが求められる。 

 

（６）医療関係団体の役割 

公益社団法人日本医師会、公益社団法人日本看護協会、公益社団法人日本栄養士

会等の医療関係団体及び当該団体の都道府県組織は、保健指導を実施する者の資質

                                      
a ジョブローテーション：資質向上のため、人材育成計画に基づいて、職務の異動を行うこと。 
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の向上を図るため、積極的に研修会を行うことが求められる。研修会の実施に際し

ては、複数の医療関係団体が協力し、共同で実施することや、公益社団法人日本歯

科医師会や公益社団法人日本薬剤師会等の各医療関係団体及び、当該団体の都道府

県組織から講師を紹介してもらうこと等、複数の職種で構成されるチームによる保

健指導に繋がるような配慮も必要である。 

また、保健指導に従事する医師、保健師、管理栄養士等については、メタボリッ

クシンドロームの概念を導入した保健指導に関する知識・技術を有することが必須

である。関係団体、学会等が保健指導に関連し、特に認定する既存の資格（公益社

団法人日本医師会認定健康スポーツ医等）の養成課程においても、そのような観点

からの研修内容が盛り込まれることが求められる。 

 

 


